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論文

職場のいじめの構造に関する一考察

一社会学の観点によるメカニズムの解明と対策の検討一

中村幸子！

ASiudyonBullyingStruCtureintheWorkplace

-Elucidationofmechamsmfromtheviewpointofsociology,alsoconsideredmeasures.-

KoukoNAKAMURA'

Absuiroci

Inlightofthefactthatbullyingandharassmentatworkareontherise,surveysandcountermeasuresareinprogressin

Westerncountries・EveninJapan,approximately70%ofcompanieshavetakenmeasuressuchasestablishinga

Consultationwindow,buttheefeCthasnotbeensuf6Cientlyimproved.TherefOre,mthisreSearch,inordertoconsider

fundamentallymeasures,wetriedtoelucidatethemechanismof''bullyingandharassment''fromtheviewpointsof
soCiology,alsoconsideredmeasures.
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1． はじめに さらに職場内でそのいじめを目撃した者も， ワークエ

ンゲイジメント （熱意・没頭・活力に示された仕小への態度）

の低下がみられることが分かっている（山本2018:39)。

「職場のいじめ」に関しての研究や対策が進められて

いる中， 日本においてはいじめ被害者に対する十分な支

援となる抜本的な対策が講じられていないのが現実であ

る。そのためいじめに対して，先行研究をはじめ多角的

な観点でとらえることが必要であると考えた。ここでは

特に「社会学」の観点から「職場のいじめ」のメカニズ

ムの解明を明らかにすると共に， 「職場のいじめ」の対

策を検討することを研究の目的とする。

近年職場環境が厳しくなる中で，以前は見過ごされて

いた労働者のメンタル不調が起因による自殺を含む梢神

疾患の問題や離職率の増加が問題化されている。労働者

のメンタルヘルスに与える仕事関連要因としては，長時

間労働の他に仕事の質・量の大きな変化とハラスメン

ト!)が特に注目される（廣2016:304)。

職場において被害者がひどい，あるいは陰湿ないじめ

を受ける． もしくは継続的ないじめを受け続けることで

大脳の機能障害が起こり，結果的に精神障害（うつ瓶

PTSD障害，社会不安症等）を発症させる。精神疾患に関

しては単に個人の健康被害という面だけでなく，社会的

負担の観点から見てもコストの大半は保健医療費などの

直接賀用だけではなく，失業，労働生産の損失であるア

ブセンテイーイズム（欠勤による生産性の低下の楓失）や

プレゼンテイーイズム（心身の機能が低下した状態での勤

務中の生産性低下による損失)， 自殺といった間接費用で占

められている（新井ほか， 2016:43)。

2． 「職場のいじめ」問題の現状

従来，職場における人身や労働環境への被害は主に身

体的暴力が問題とされており，いじめ．嫌がらせ， セク

ハラ等を含む心理的暴力は，近年に至るまで軽視もしく

は無視されてきたcしかしグローバリゼーションの広が

りとともに1990年より急速に広まり被害が増大し，今や
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きている。日本はもちろん国際的にも問題となっており，早急の対

策を必要としている。

海外における「職場のいじめ」に関しては, 1980年代

には, Leymannにより調査がなされ， また2000年には

ILOが各国の調査を韮にメンタルヘルスに関しての報告

書を公表している。さらに2006年の報告書では， 国に

よっては「流行病的レベル(epidemiclevels)」に達してい

ると指摘されており， また近年の特徴として学校。 ソー

シャル・サービス，図書館，保険医療といったかつては

暴力やいじめとは無縁と考えられた職場でも，途上国，

先進国を問わず被害が増大している（水谷2006:67-70)

と指摘している。

まず1980年代に最初に注目したのはLeymannであっ

た。彼は1984年にスウェーデンで先駆的な調査研究を行

い， その結果， 自殺率が約10%～15%であること， ま

たノルウェーでは約100万人が苦しめられていることが

解った(Leymmanl990: 121-2)。さらに2002年のドイツで

は80万人を上回り，その後も被害者の数は増大し続け，

2019年6月にはILO(国際労働機関）の総会において定義

づけや対象者，ハラスメント行為自体の禁止規定，罰則

等を盛り込んだ「ハラスメント禁止条約｣が採択された。

「職場のいじめ」については日本としても重要な問題

との認識を示し，厚生労働省は2011年7月ll日に職場の

いじめ．嫌がらせが増加傾向にある現状を踏まえ， その

防止・解決に向けていじめ・嫌がらせ問題への取組の在

り方等について労使,有識者および政府による検討を行

うため「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」

を開催した。それを受けて2012年に「職場のパワー・ハ

ラスメントの予防・解決に向けた提言」を発表するに

至った。さらにその報告書に基づいて2012年，ついで4

年後の2016年には「職場のハラスメントに関する実態調

査」の結果と「個別労働紛争解決制度施行状況」の二つ

の報告書が公表された。それによると，従業員向けの相

談窓口において相談の多いテーマはパワー・ハラスメン

トであり，約30％が被害にあっていることが分かった。

これを受けて企業の約70％は相談窓口を設置するに至っ

た。こうした企業の取り組みについては一定の評価が得

られているが，依然として課題を残している。

次に「個別労働紛争解決制度施行状況」の結果を見て

みると，相談件数は年々増加傾向にあり， 中でも「いじ

め．嫌がらせ」がトップを占め毎年上昇傾向にあること

が解った。さらに個別労働紛争も増加傾向にあり．労働

基準監督署の斡旋による解決に至らず裁判件数も増えて

3． 「職場のいじめ」の概念規定

職場のいじめに関しては，多様な観点より様々な定義

がなされている。そのため代表的な定義を述べてみる。

厚生労働省においては, 2011年に設置した「職場のい

じめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」で公表された

｢職場のパワー・ハラスメントの予防・解決に向けた提

言」において「同じ職場で働く者に対して，職務上の地

位や人間関係などの職場の優位性を背景に．義務の適正

な範囲を超えて精神的・肉体的苦痛を与えるまたは職場

環境を悪化させる行為」と定義づけ．裁判例や個別労働

関係紛争事案に基づき，職場のパワー・ハラスメントを

l)身体的な攻撃, 2)精神的な攻蝶, 3)人間関係の切

り離し， 4）過大な要求， 5）過小な要求， 6）個の侵害

の6類型に分類した。

また裁判や事例においては，多種多様な定義が存在し

ており，例えば「ザ・ウインザーズ・ホテルズナショナ

ル事件」においては「企業組織もしくは職務上の指揮命

令系統関係にある上司等が，職務を遂行する過程に置い

て．部下に対して職務上の地位・権限を逸脱し，社会通

念に照らし客観的な見地から．通常人が許容し得る範囲

を著しく超えるような有形・無形の圧力を加える行為」

と定義づけがなされている（原2013: 169)。

海外における職場のいじめ．嫌がらせに関しては， フ

ランスにおいてMarie-FranceHIRIGOYENが「モラル・

ハラスメント」と称し， 「職場におけるモラル・ハラス

メントとは，言葉や態度，身振りや文章などによって働

く人の人格や尊厳を傷つけたり， 肉体的，糖神的に傷を

負わせてその人が職場を辞めざるを得ない状況に追い込

んだり， 職場の雰囲気を悪くさせることである｡」

(Mane-FranceHIRIGOYEN1998:102)と定義づけた。

またスウェーデンで調査を行ったLeymannは職場の

いじめを「Mobbing｣2)と名付け， 「一人または多くの人

によって主に一人にむけて系統的に導かれる敵対的かつ

非倫理的なコミュニケーション」を使い， 「これらの行

動は頻繁（ほぼ毎日）に行われ，長い期間（少なくとも6ヶ

月間）続き， このため（攻撃を受けた者が）かなりの精神

的にも， （精神的なものからくる）身体的にも，社会的に

も悲惨な結果になる」と定義づけた(Leymannl990:120)。

さらにアメリカにおいては, Davenport,etal・がその著

書で「職場のいじめ」は「精神的な威嚇行為」であり，

「一人の個人が敵意のある有害行為を受けはじめたとき
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がMobbingのはじまりであり， 当てこすり，陰口，信

用を傷つける行為などによって敵対的な環境（ある人が

周囲の人を仲間に引き入れて皆で嫌がらせの行為を続けて，つ

いにはその人を職場から追い出してしまう状況）を生じさせ

ること」 (Davenport,etal.2002:54)とし， 「誰にでも起こ

ること」としている(Davenport,etal.2002:55)。

ある二者間に屯裂が入り，次第に同僚や上司等の周りの

人間を巻き込みながらいじめが進行し，ついには被害者

が排除される過程を示し， さらには被害者が職場から排

除されたのちの職場環境に「いじめ文化」が定着するこ

とへの密鐘をならしている（福井2007: 158)。

5． 「職場のいじめ」構造の社会学的分析

福井が作成した「職場のいじめ」モデルには「いじめ

文化」の存在が示唆されている。そのため「いじめ文化」

がどのようにして発生し，それが常態化し，さらに定藩

していく過程を追いながらメカニズムの解明をしていく

こととする。

5.1. いじめ文化が起こる空間一「職場」

職場とは本来「報酬を得るための仕事をする場」であ

るが，昨今は社会情勢や産業の変化や個人的な情緒的満

足が求められるようになり，職場に様々なことが要求さ

れるようになった。そのことを考慮すれば職場とは，多

くの人々にとって， 1）一日の大部分の活動時間を占め

る生活の場，対人交流の場， 2）暮らしの糊を得る，す

なわち就労の対価としての報酬を得る場， 3） 目的達成

や人間関係の形成を通して自己効力感や生き甲斐を独得

する場（渡邊2016:3)であるといえる。つまり多種多様

な人間がそれぞれの目的を持って，一定の空間で一日の

大部分の時間を集団として過ごしている場ということで

ある。

その職場において「いじめ文化」が発生する要因とし

て，職場に存在する「規範」とその「規範」に対する「逸

脱行為」が関係しているのではないかと私は考えてい

る。

5.2． 「規範」の成り立ち

「集団」であるという上記の条件の下で「職場」は，

報酬はもとより人生において生きがい等の有益なことを

我々にもたらしてくれる反面，それを維持し秩序を守る

ために個々の要求を一定の枠組みで制限することが必要

といえる。そのため「職場」には定款や社則等のように

顕在化されたものから，前例や慣行，暗黙のルール等の

各職場独自の潜在化されたものが存在する。

そこでこれらを整理したものを図lに示す◎

図lに示した通り，顕在化された目に見える決まりは

一般的な常識の枠組みや労働関係の法律に沿って作られ

ているものであり，言い換えるならば誰しもが認識でき

るものである。これに対して潜在化している徒すなわ

ち「規範」はその企業， もしくは事業所によって多様な

4．職場のいじめ解明における先行研究

海外における先行研究でメカニズムを解明したのは，

Leymann(1996)であった。そうしてLeymannは職場に

おいて「むずかしい(dimcult)」とされる人々は，生来

的にそうなのではなく職場環境(worksutmcureand

culture)」によって作り出されているのであり，企業が従

業員を「むずかしい」と判断した場合，彼らをやめさせ

るために様々な理由を作り出しては職場ぐるみや集団で

無視したり，仕事を取り上げたり悪口を言う等の行為が

行われる傾向にある（水谷2006:77-8）ことを報告した。

その報告書には，被害者本人にはこれといった落ち度が

見当たらないが，例えば賃金への妬みや仕事上の衝突を

発端にし， そこから排除に向けての進行過程を第1段階

～第5段階に分けて示し，その上で経済的被害の甚大さ

を説き．段階ごとに弁護士や心理学者，労働組合による

訴訟や調停等の介入の必要性を示唆した(Leymmanl990:

121-2)｡

またその後， さらに聞き取り調査を行い，特徴的な45

の項目を見つけ出し， さらにそれを5つに類型した

(H.Leymannl996: 170)。このLeymannの業績を踏まえつ

つ， アメリカの文化人類学者であるDavenport,Schwartz,

Elliottの3人がアメリカで聞き取り調査を行い，心理学，

精神医学はもとよりアメリカ特有の社会学や経営管理

論，文化人類学の面からアプローチを試みた。ちなみに

彼女たちは「Mobbing」の被害者でもあった。

Davenport,etal. (2002)は著書(Davenporl,etal.2002)に

おいて「Mobbing」の実態をはじめその影響や損失に言

及し， また被害にあったときの「苦難を乗り切るための

手段（コーピング)」や周りのサポート法にも言及してい

る。

日本においても，福井（2007）がモデルを設定し， メ

カニズムの解明を行なった。このモデルは， 「被害者」

一「加害者」において上下関係がなく， また職場におけ

る人間関係も良好な環境であるという一定の条件が設定

されている。しかし仕事量の増大による過重労働という

新たな条件が加わることで職場環境が悪化し，そのため
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図1 組織に存在する決まりの櫛造図（小牧1997: 108)

規準があり，独自性を帯びており各々の職場で働く人々

のみが認識できているといえる。そのため多様な職場に

おいてそれぞれ独自の「職場文化」が発生するのではな

いかと考えられる。

狩野(1986)は「集団規範によって逸脱者には集団圧

力（逸脱させないようにするための心理的力）が加わり． さ

らに何らかの形で罰が与えられる。また規範にそって行

動する成員に対してはいろいろな形で報酬が与えられ

る｡」 （狩野1986:59)といっている。

5.3． 「規範」の定義と分類

「規範」に関して北折(2000)は，先行研究から「内

在化されていなければ行動判断へ影響することはありえ

ない」ものと解釈した。そのうえでそうで無ければ「そ

の行動が逸脱行為であると意識されず， 「社会規範』が

行動判断に及ぼす影響を検討すること自体が不可能とな

る」 （北折2000:57） ともいっている。要するに「その職

場において規範が内在化されたもの，すなわち職場で働

く人間に認識されていなければその行動が逸脱かどうか

はわからない」ということを意味しており， また同様の

行動をとったとしてもその行為が逸脱かどうかは， それ

を判断する「規範」が存在する職場次第ということであ

る。このことについて中村他(2008)も「必ずしも明示

的あるいは顕在的であるといいがたい」 （中村他2008:55）

としたうえで．先行研究において「常識と非常識の境界

線の暖昧性を指摘し，常識との間にどちらとも判断しが

たい未決定領域を設けて考察している」としている。さ

らに「規範」の定義に関して友枝(2002)は，｢奨励のルー

ルと禁止のルールからなる複合体である」 （友枝2002:

114)とし，加えて「規範」の2側面として「約束事の側面」

と「望ましさとしての側面」も指摘した（友枝2002:

121)。さらに友枝(2006)は「規範」を分類化するに至り，

｢習慣・道徳・法」に分類されるとした（友枝2006: 18)。

この中で「フォーマル」なもの，すなわち顕在化して

いるもの（法）に関してはほとんどの職場の人間におい

て認知されている。しかし「インフォーマルなもの｣，

すなわち潜在化しているもの（習慣や道徳）においては，

多様な職場で働く人間がその職場でしか認知されていな

い。なぜならある程度の共有はできていても「道徳」や

｢習慣」は人によって多少なりにもずれが生じるからで

ある。また一般的に「嘘をついてはいけない」という「道

徳的な規範」においてさえも． 「嘘も方便」という諺が

あるように場合によっては違反行為も逸脱とみなされな

い場合もある。このように「規範」とは，その場の状況

や雰囲気によって様々な人間の価値観のもと決められた

ものであるといえる。このことについて中村他（2008：

57）も「ある社会において社会規範からの逸脱行動とみ

なされてことが，別な社会においては社会からの逸脱行

動とみなされない」としたうえで，先行研究の視点を用

いて「法や道徳というものは社会の違いで異なるだけで

はなく，同一の社会集団であったとしても様々な条件次

第で十分に変化しうる｣， 「社会的規範は時代によりその

内容が変化する｣， 「今日ある行動が習慣であったとして

もずっと以前には習慣ではなかった時代もある」 （中村

他2008:57) ということを述べている。つまり 「習慣」

4



職鳩のいじめの構造に関する－考察

表1 下位者が用いる影響戦力（渕上1997: 108)

というものが有する暖昧さを指摘しており．同時に「規

範」というものの暖味さを示唆している。

その「規範」とは多種多様な人間の行為を規制し，職

場がスムーズに機能するために一定の枠に当てはめるた

めに必要である。そのために，職場には命令系統を基準

とした指揮命令権を持つものが存在する。それはその者

が職場で働く人間に対して， 「或る内容の命令を下した

場合，特定の人々の服従が得られる可能性」 (Weber2018:

86）があるということであり，そのことをWeber (2018)

は「支配」という言葉で表している。またWeber (2012)

は「どのような種類のものでも支配であるということに

はならない。こうした意味での支配（権力）は，個々の

場合千差万別な服従動機に基づくものがありうる｡」と

し， さらに「一定最小限の服従意欲， したがって服従へ

の（外的または内的な）利害関係こそはあらゆる真正の支

配関係のめやすなのである｡」 (Weber2012:23)といって

いる。加えて支配（権力）には「｢正当性の信念」が要

素にも加わる」 (Weber2012:24-5)とも言っている。

山中(2000:51)は「Power」に関して， 「社会学や政治

学の領域では「権力」と訳される」としたうえで． 「望

ましい結果を達成する，あるいはその達成のために諸個

人や集団に影響を及ぼす能力」 （山中2000:55)と定義し

た。また山岡(2004:395)は「ある社会関係の内部で抵

抗を排してまで自己の意思を貫徹するすべての可能性」

(Weber2018:86)という定義をもとに「自己の意思」を貫

徹する「影響の与え手」と， 「抵抗」を示す「影響の受

け手」との二種類の存在を示し， 「パワー」の源泉とし

て，

①報酬に基づくパワー：影響の与え手からの命令や指

示に対して，報酬を与えることで受け手を従わせ

る。

②強制に基づくパワー：受け手が命令や指示に従わな

い場合，与え手が制裁や威嚇を与えることができ

る。

③正当性に基づくパワー：与え手の働きかけが，受け

手も受け入れている社会的に正しいと認められた規

範に沿っている。

④専門性に基づくパワー：与え手が特定の領域に関し

て専門的な知識や技術に基づき受け手に働きかけを

する。

⑤準拠性に基づくパワー：与え手の持つ態度や価値観

が受け手の理想として認知されている。

の5つを挙げている (lll岡2004:397-8)。

このことはWeber (2018)が述べたことと照らし合わ

せてみると， 「パワー」の源には受け手側と与え手側に

は利害関係が存在し， また「正当性」の存在も確認でき

る。

では平等が理想とされる同僚等の人間関係において，

なぜ「パワー関係」が生じるのかについて述べることと

する。本来下位者同士は平等に「パワー」を持ち得てい

ないはずである。しかし上位者から「パワー」の独得を

行うことで， 「パワー」を持つことができる場合がある。

そこで，渕上(1997)は，先行研究に従って下位者が上

位者からの「パワー独得」のための6つの影響戦力（=影

響手段：下位者が上位者に働きかける手段）を表lのように

表した。

要するにもともと「パワー」を持ち得ていないもので

あっても，表lにある影響戦力を行使することで徐々に

自分より上位者より 「パワー」を獲得し， さらには狸得

した「パワー」により同僚の信頼や承認を独得すること

で，本来同等であるはずの人間関係に上下が生まれる櫛

図が出来上がる。

5.4． 「規範」を逸脱する者－「逸脱者」と「排除」

このように上位者である上司はもとより，下位者で

あっても「パワー」のある人間が「職場」の中で裁趾を

振るう状況が作られ， これらのものの基準に合わせた

｢規範」が作り出される。そして狩野(1986:59)が言う

ように， 「規範」に反した者には集団圧力により 「逸脱

者」には何らかの形での「罰」が与えられ，沿う者には

｢報酬」が与えられる。

「逸脱者」に関して, Becker (1963)によると「ある規

則が執行された場合， それに違反したとおぼしい人物

5

合理性 理由や根拠をきちんと説明し説得する。

印象操作（迎合性） へりくだる。御機嫌を取る。

主張性 はっきりと要求する。自分の意見を強く主張する。

交換性 相手の意見を認める代わりに別の機会に自分の意見を認めてもらう。

紡託性 自分の同僚の支持をとりつけて，彼らを味方につける。

より高い権威性 自分の世接の上司より地位の高い人の支持を取り付ける
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5.5． 排除の理論

一般的に「逸脱」とは，鮎川（2006）に言わせると「逸

脱行為の基本は社会規範に違反した行為である」 （鮎川

2006: 16)ことであり逸脱研究においては, DavidMatza

(1964)が唱えるように「中和の技術」を使って「逸脱

行為」を正当化する非行少年や犯罪者をはじめとする反

社会的な人間として刑罰の対象， もしくは利己主義者等

の行為として世間から非難される行為である。職場の中

で「規律違反」を宣告され， 「逸脱者」の烙印（スティグ

マ）を押されるということは「あなたは， この職場には

そぐわない人間，働くに値しない人間である」といわれ

ているに等しいからである。さらに出口（2014）が行っ

た大学生の逸脱行為3)に関しての行動規準と態度に関し

ての調査において， 「自分・相手のいずれにかかわらず

『逸脱j者が存在している状況であるか否かが自分の逸

脱行為を決定する」 （出口2014:86)としているように，

職場の中で「逸脱者」の存在を許すことは職場自体の不

利益になるとして「教育や指導」としてパワハラ行為に

値する「暴言」「侮辱｣， 「名番殴損」や「ペナルティ」

としての「体罰」や「遂行不可能な業務の強要｣， 「仲間

外し」等が「正当な行為」として行われ， 「逸脱者」の

排除が成立する。このことに関して宝月（2004）がラベ

リング論を展開し， 「ひとたび逸脱を起こした人に対し

ては．他者はその人がまた逸脱するのではないかと恐れ

てその人を排除する。排除された人はまつとうな生活を

送る機会が閉ざされて，再び逸脱する。他者はそれを見

て自分たちが正しかったことを確認し，逸脱者への排除

を強める。その結果．逸脱者はますます逸脱者として生

きていくしかないと考え，逸脱者のアイデンティティを

形成していく」 （宝月2004:97）とした。つまり職場の中

で一度「逸脱者」の烙印（スティグマ）を押された者は

知らず知らずのうちにどんどん追い込まれ，最後には排

除される。すなわち退職もしくは辞職へと追い込まれ

ることが理解できる。さらに特定の人物からの直接的な

烙印（スティグマ）行為だけではなく，周囲の人間によ

る態度（例えば「よそよそしい」「話の輪に入らせない， もし

くは仕那|則係の情報を伝えない」報の「人間関係の切り離し」

への加担行為）に関して宮地(2014)は，

は，特殊な人間一集団合意にもとづくもろもろの規則に

のっとった生き方の期待ができない人間一と考えられ

る。つまり彼はアウトサイダーと見倣されるのである」

(Becker l978:7) とし， 「逸脱」に関して「なんらかの合

意にもとづく規則に対する違反」 (Becker l978: 16) と定

義づけた。そのうえで「誰が規則を破ったかが問題とさ

れ，その違反に説明を与えるために，彼の性格および性

格状況の諸要因が追及されることになる。この見地に当

たっては， ある規則を破った人々はある同質のカテゴ

リーに属すると仮定されている。なぜなら彼らは同一の

逸脱行為を犯したのだから」 (Becker l978: 16) ともいっ

ている。要するに「逸脱行為」をしたと見なされた場合，

その者に対して人格的にマイナスとなる先入観が認めら

れる可能性を示唆している。

「職場」という「集団行動」が必要とされる場でそこ

で働く人間にとって． 「逸脱者」という烙印（ステイグマ）

を押されることは苦痛を伴う。なぜ「烙印（スティグマ)」

を押されことに関して苦痛を感じるかという点に関し

て，それが持つ意味が関係しているからである。

「烙印（ステイグマ)」とはGoHman (1963)によると，

元来ギリシャ人が最初に使い「肉体上の徴（しるし）を

言い表す言葉であり，その徴は，つけているものの道徳

上の状態に異常なところ，悪いところのあることを人々

に告知するために考案されたもの」であり， 「稜れた者，

忌むべき者，避けられるべき者（とくに公共の場所では）

であることを告知」するものであった(GoH1man2012:13)

とされている。つまり 「未知の人が，われわれの面前に

いる間に，彼に適合的と思われるカテゴリーの他の人々

と異なっている属性，それとも望ましくない種類の属性

一極端な場合はまったく悪人であるとか，危険人物であ

るとか，無能であるとかという－をもっていることが立

証されることがありえる。このような場合は我々の心の

中で健全で正常な人から汚れた卑小な人に艇められる｡」

とし， 「ことに人の信頼／面目を失わせる(descredil)働

きが非常に広汎にわたる」としている。また藤沢（ 1992）

においては， 「(スティグマを）付与された人があらゆる

社会規範を逸脱し，社会生活を送ることが困難であると

いった，その人間全体に及ぶマイナスイメージを与え，

その結果,すべての点で社会から排除する力をもつ」 （藤

沢1992:374）と唱え，これにより高橋(2014)は「これは，

ある個人がスティグマを付与されることによって社会か

ら排除されるプロセスを踏むということを意味してい

る」 （高橋2014:51)と言及した。

「決してアナタは，私たちの世界には入れないのよ」

｢あなたには無理ですよ」「アナタと私達とは違うの

よ」といったようなことをく表現〉 〈態度〉 〈雰囲気〉

などによって伝えられている場合もあるのだ。そし
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職場のいじめの栂造に閏する一考察

【加害者が被害者を排除するために設定した暖昧な規準の「規範」と

「判定基準」が存在している職場】

①暖昧な「規範」に照らし合わせ，暖昧な「判

定基準」により 「逸脱行為」と認定。その結果，

「被害者」に「逸脱者」の「烙印（ステイグマ)」

を押す。

(パワーのある）

加害者

④排除

②

｜
｢逸脱行為」を肯定→報酬

｢逸脱行為」の否定→罰

塑
剴

③｢逸脱行為認定」の第三老

直接的（言葉での非難等)．
イ「仙閤々LIオ〒通への･加非日、第3者

｢処罰行為」の実行

図2加害者による被害者排除のメカニズム

自身が極めて暖昧であり， また「規範」を「遵守」して

いるか，それとも「逸脱」しているのかを認定する規準

も明確でない。このことは「職場のいじめ」に関してい

えば，加害者が自分の都合よく被害者の行為を「逸脱」

と認定できる「規範」と「判定基準」を作ることも可能

であるということにほかならない。

て，そのことでく普通ではない〉人達とくふつう〉の

人達との間に，見えないがしかしあきらかなものとし

て境界線を引くことにより， 〈普通でない〉人達の心

のなかにステイグマとしてのく徴〉を刻み込んでいく

のである（宮地2014:33)。

とし， 「そのような形のないステイグマ〈徴〉がある人

達は多く存在し，形がなく目に見えないからこそスティ

グマ〈徴〉を取り去ることも困難となり，一段と深い傷

としてその人たちの心のなかに刻まれてしまうのであ

る」 （宮地2014:33)と述べている。

5.6. いじめ文化の発生と定着

では誰が「規範違反者｣，すなわち「逸脱者」として

認定しているのであるか。このことに対して佐野(2003）

は「ラベリング論の真骨頂は，すでに幾度か触れたよう

に，逸脱主体の行為・行動を逸脱と認定するくまなざす

側〉を考察対象として取り上げた点に見出される｡」と

し， 「つまり， ラベリング論によって伝統的逸脱論では

ほとんど埒外におかれていた逸脱の認定主体（たとえば，

瀞察官や裁判官，教師．精神科医…･･･など）が遡上にのせら

れた」 （佐野2003:89） といっている。これら認定の主体

が認定の拠り所としているのは顕在化されている法律や

刑罰．医療に関する診断等であり，一般的には明確な判

断基準がある。しかし職場の規範は前述したようにそれ

6． 考察

図2は加害者が暖昧な基準に基づく規範を使って被害

者を排除するメカニズムを，著者が図式化したものであ

る。加害者は暖昧な規準によって作られた規範の中で，

暖昧な規準によって特定の人間に対して「逸脱行為」を

認め，その者に「逸脱者」という烙印を押す。そうして

加害者は自分やさらには職場の人間を巻き込みながら，

直接的，間接的な罰を下す。すなわちいじめ行為の正当

化である。正当化されたいじめ行為により， 「逸脱者」

である被害者は職場より排除されてしまうことが理解で

きる。

暖昧な基準はある一定のパワーを持つ者の主導のもと

で作られ， さらに判定基準やターゲットとなる被害者も

また先行研究のLeymannモデルで示されたように，給

与が高い等の単なる嫉妬心や，福井モデルに見られるよ

うに仕事上のささやかな衝突等の暖昧な基準に基づき選

定されていく。

7



中村幸子

暖昧な規範を暖昧な規準により遵守しなかったと判定

された者は，その職場において「逸脱者」となり「言葉

による非難」や「仲間外し」等の正当化された罰を受け

る。そうして加害者に近いものだけでなく、第三者的な

立場の人間も本意，不本意にかかわらず直接的， 間接的

に罰を下す行為にかかわらずにはいられない職場環境が

作り上げられてしまう。またこののち「被害者が去った

としても，加害者を中心とした職場秩序を守ることは，

つまり 「内部の敵jを排除するという 「職場文化」に変

容する。そのため自分たちの秩序規範に見合わないもの

は『内部の敵」となり排除の対象としていくため， この

場合， 自分たちに同調しない者も対象となる可能性が商

い。このようないじめが「職場文化」として定着してい

る組織は．いじめが発生してもそれを深刻な問題として

認識できなくなる」 （福井2007: 158)という職場環境に変

容していく可能性を含んでいる。

このような職場環境においては， 「｢つぎは自分がター

ケットにされるのではないか」とおびえ，事なかれ主義

がはびこり，組織への帰属意識は薄れ，労働者たちは能

力を出し惜しみするようなる。いうまでもなくそのよう

な組織の職場は決して活力の瀧る「創造的な職場」では

ありえない。そのような職場を抱える組織は，決して激

しい生き残り競争から脱落する恐れなしとしない。また

いじめが「職場文化」として定着した場合，人事異動で

新しく配属された者や新入職員にとって理想的な職場環

境とはいいがたい。そうなった場合，重症化する前に自

ら職場を去るものも出てくる。特に離職率が高い（就職

3年未満）若年者に関しては，単に働きたくないという理

由で勤め先を辞めるのではなく，むしろ人間関係で『よ

りよく働きたいから辞める』 『よりよく働ける場所を探

す」転職行動もあるということである」 （安田2008:44)

という理由で，人材育成が困難となり， さらには定着率

が悪化していく可能性が高い。

こうしたことを踏まえ， 「職場のいじめ」対策を検討

してみると「配置換えや人事異動で柔軟な人間関係が櫛

築できる職場の場合には，人間関係の問題は硬直的にな

りにくい」 （安III2008)ことから，定期的な配置換えや

人事異動などは職場環境を良好に保つ一手段であると考

える。しかしながら「加害者｣， または「後継者」が存

在している限り． 「いじめ」がその「職場文化」として

定着していくことが推察されるため，明確な基準をもつ

明確な規範を作り上げる環境を整える必要性がある｡そ

のためには「いじめに関する」研修，いわゆるコンプラ

イエンス研修の受講を労働者に対し義務づけ，認識を持

たせることが必至であると考える。さらに職場を管理す

る義務を負う上司や相談窓口の担当者においては，その

職務に相当する研修を受講させるなど，細かな配慮が求

められることも視野に入れていく必要がある。また「い

じめ」が発生した場合には， 「いじめ」認識後，相談窓

口から各担当者への連携を通して，速やかな介入等の対

策を講ずることが望ましいといえる。

しかし連挑の要ともいうべき相談窓口に関しては，前

述した通り平成28年度の厚生労働省の「職場のハラスメ

ントに関する実態調査」において，約70％の企業が設

置していると報告しているが， これに対してパワー・ハ

ラスメントを受けたと感じる労働者の約40％は「何も

しなかった（自ら援助等を求めなかった)」と回答してい

る。このことは相談窓口が設置してあっても知らない．

もしくは設置はしてあるが機能していない可能性が高

いo

そのためには各企業においては， 札l談窓口の設置は無

論のことであるが，周知の徹底を図ることが必至である

と考える。さらには相談者支援の観点より臨床心理士や

精神保健福祉士，看護師等の専門職もしくは所定の研

修を受けた者の配置が求められる。

7． 終わりに

職場のいじめ被害者に関しては心身状態の悪化はもち

ろん，失業等により経済的な負担が出る可能性がある。

企業に関しても生産性の低下による収益の減少をはじ

め，最近の裁判事例を鑑みると，企業の責任，すなわち

使用者等の責任を問われ，多額の賠償金の支払いを請求

されているほか，社会的な信用の失墜や人材の定着率の

悪化にもつながる。また国にとっても失業者や精神疾患

者の増加に伴い，労働人口の減少のほか，生活保護費や

障害年金等の社会保障費の増大を招く。

このような多岐にわたる損失を軽減していくために，

｢職場のいじめ」に対して早急かつ抜本的に対策を講じ

ていかなければならない。そのためには「個人」「企業」

｢国」が各々いじめ防止や緩和に関しての自覚を持って

取り組む必要性があると考える。

本研究において，いじめメカニズムの解明を先行研究

や「社会学的観点」から分析を行った結果，独自のメカ

ニズムが解明された。このように「職場のいじめ」に関

して， 「社会学的観点」に立てば，相談窓口の設置や周

知の徹底，及び専門職の配置， また研修の実施等により

8



職場のいじめの柵造に関する一考察

職場環境・文化の改善の必要性が示唆された。

今後抜本的な対策を識ずるにあたり， 「大脳生理学」

や「心理学」の観点を加えて「職場のいじめ」のメカニ

ズムを分析することで，エコロジカルな観点から被害者

支援と職場環境の改善を考えていかなければならないの

ではないかと考える。
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注

l)「職場におけるハラスメント」については厚生労働省をはじ

め．一般的には「パワー・ハラスメント」と表記している。

なお職場における「いじめ」もパワー・ハラスメントと一

括して扱われることがあるが． 「いじめ」の場合は必ずしも

パワー・ハラスメントの定義の中にある「職場内の優位性

を背最」とはせず． 「対等な同僚間で行われる場合もあるの

でパワー・ハラスメントとはⅢなり合わない面がある」 (III

川2017:4-5)。そのため本研究においては，同僚間のいじ

めも視野に入れた「輔神的に負担のかかる嫌がらせを含む

いじめ」を焦点化するために，－1Tして「いじめ」という

言葉で論じていく。

2）欧米において職場の「いじめ」に関して．現在はほぼ

「Mobbing」に統一されている。また子どものいじめに関し

ては． 「Bullinng」の表現が使われている。

3）逸脱行為として「私語」「メール」「居眠り」「秘密漏洩」「ポ

イ捨て」を挙げており， いずれも発達段階や学業への適応

への関連もあることを前提としている。
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